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★「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会★


【基本理念】


～人命を守ることを最優先～


“府内での土砂災害による犠牲者０（ゼロ）の継続”


【今後の方針】


　「逃げる」「凌ぐ」施策の重点実施


【委員会での具体的施策の検討ポイント】


　◎土砂災害防止法に基づく区域指定のあり方


　　「区域指定アクションプランの立案


　◎警戒避難体制のあり方


地域住民自ら「逃げる」地域社会の構築方策の検討


　○急傾斜地崩壊対策事業のあり方


「凌ぐ」制度の構築検討及び「防ぐ」施設のあり方検討


（府・市町村・住民の役割分担含む）





【委員会の構成】


　検討委員 ：下記6名


　ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ：市町村（箕面市、高槻市、交野市、八尾市、


富田林市、河内長野市、和泉市、泉南市）


　事 務 局：河川室、危機管理室


【検討委員】


委　員　名�
所　　　　　　　属�
�
阿 部　昌 樹�
大阪市立大学大学院　法学研究科　教授�
�
小杉　賢一朗�
京都大学大学院　農学研究科　准教授�
�
千木良　雅弘�
京都大学　防災研究所　教授�
�
深町　和津枝�
京都大学大学院　地球環境学堂　准教授�
�
松 村　和 樹�
京都府立大学大学院　生命環境科学研究所　教授�
�
矢 守　克 也�
京都大学　防災研究所　巨大災害研究所センター　教授�
�






ソフト対策の進め方





ハード対策の進め方





●土砂災害対策の現状について


●土砂災害対策の課題について





●土砂災害対策の現状について


●土砂災害対策の課題について





第1回


H23.11.22





第2回


H23.12.27





●「土砂災害対策のあり方」について


　▽土石流対策と急傾斜地崩壊対策の比較等





第3回


H24.1.16





●土砂法に基づく区域指定について


●警戒避難体制の整備について


　▽地区単位のＨＭ、避難訓練、避難勧告等の発令基準　等


　





第４回


H24.1.26





●土石流対策の実施について


●急傾斜地崩壊対策事業のあり方について





H24.1.30　市町村説明会（委員会経過報告）





中間報告（「今後の土砂災害対策の進め方」委員会のまとめ）





第５回


H24.2.23





H24.3.8～3.12　府議「中間報告(案)」説明（議長、副議長、都住委員）





●論点整理





第６回


H24.５.29





●論点整理


●土砂災害防止法に基づく区域指定のあり方


　▽区域指定の優先順位の検討


▽「土石流」「急傾斜地崩壊」「地すべり」の指定方針





　『区域指定アクションプラン』の立案


●警戒避難体制の整備のあり方


　▽地区単位のＨＭ作成促進方策の検討


▽ハザードマップを活用した避難訓練促進方策の検討


▽避難行動を促す情報の発信及び発信基準の検討








●急傾斜地崩壊対策事業のあり方


　▽住宅移転補助制度や建築補強助成制度の活用検討


▽施設整備のあり方検討（発生源対策から住宅対策）


▽費用負担のあり方検討





第７回


H24.７月下旬





第８回


H24.８月下旬





「今後の土砂災害対策の進め方」委員会のまとめ








